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障害者の地域生活を支えるための地域生活支援事業等における財政措置を求め

る意見書 

 

障害のある方々が地域で安心して自立した生活を営むためには、障害福祉サ

ービス等の充実が求められる。 

特に近年、障害者の社会参加や通勤通学、余暇活動、親の高齢化に伴う家族

のレスパイト等の多様なニーズに対応する支援体制の整備が急務となっている。

具体的には、日常生活での外出を支援する移動支援、複雑・多様化した課題に

も対応できる相談支援の充実、１８歳で児童福祉法から障害者総合支援法のサ

ービスに切り替わる際の切れ目のない連携等が、必要不可欠である。 

しかしながら、障害福祉サービス等を担う人材の確保、処遇の改善は依然と

して課題であり、その背景には、自治体の厳しい財政状況や、国の現行の支援

制度における限界がある。 

特に地域生活支援事業においては、国の基準額を上回る場合や包括補助の仕

組みにより、自治体が超過負担を余儀なくされている。また、移動支援や相談

支援に従事する職員は処遇改善加算の対象外とされており、サービス維持のた

め事業者が自ら負担して同水準の賃金を支払っている実態も見受けられる。 

よって、目黒区議会は、障害者の地域生活を支えるため、下記の事項につい

て、国において措置を講じるよう要望する。 

 

記 

 

１ 障害者総合支援法に基づく「地域生活支援事業」等について、自治体の超

過負担が増加しないよう、国の財源を十分に確保すること。 

２ 障害福祉サービス事業所等における人材の確保及び処遇改善のため、障害

福祉サービス等に係る報酬の引き上げを行うこと。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、国において格段の配慮と支援を講

じられるよう意見書を提出する。 
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